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育児 コス トと有効需要

橋 本 賢 一

本稿では貨幣経済の世代重複モデルに,定 常状態において失業が生じるメカニズ

ムを導入し,出 生率が内生化されたモデルを構築する。完全雇用が成立しないもと

で,雇 用率 ・有効需要と出生率の関係を明らかにする。本稿の分析から育児コスト

の上昇は出生率を引き下げるが,雇 用率 ・有効需要を高めることが明らかにされる。

キ ー ワー ド 養育 コス ト,出 生率,雇 用率,有 効需 要

1は じ め に

1)
多 くの先進諸国が低い出生率に直面 している。そこで多 くの国々で養育環境を改善するよ

2)
うな政策が数多 く実行されている。特に日本 も低い出生率に直面 しており,そ の低 い出生率

が経済成長の大きな問題 として考え られ,1992年 には育児休業法の法制化や,そ の後 も養育

補助の充実化が図 られてきている。 しかしなが ら,子 供の数は便益を与えるがコス トも生 じ

る。将来の労働供給量を増加 させるが,現 在の養育にかかる費用 ・時間を必要 とする。 した

が って育児にかかる時間の上昇 は,現 在の労働供給を引き下げてしまう。 もし完全雇用が前

提であればこの労働供給の減少は消費を減少 させるだろう。 しかしなが ら完全雇用が達成さ

れない状況では,労 働供給の減少は,デ フレギ ャップを低 くし,物 価上昇に伴い消費水準を

高めるかもしれない。

本稿では不況状態に注目し,育 児コス トの変化が出生率及び雇用率 ・有効需要にどのよう

な影響を与えるかを理論的に分析するものである。本稿の分析から,育 児 コス トの上昇 は出

生率を下げるが,有 効需要や雇用率は高めることが明らかにされる。

BeckerandLewis(1973)やRazinandBen-Zion(1975),BeckerandBarro(1988),Palivos

(1995)な どの文献では個人は子供の数か ら効用を得るものとし,養 育費用や養育補助,選
3)

好の変化が子供の数や消費に対する影響を分析 した。YipandZhang(1996,1997)やTamura

(1996),Tabata(2003)で は内生的成長モデルの枠組みで,人 口構造の変化が経済成長に与

える効果を分析 している。 またPetrucci(2003)は 貨幣経済モデルに出生率を内生化す るこ

とで,貨 幣政策によるピグー効果を分析 している。 しかしなが らそれらの研究は完全雇用を
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前提としていることから,養 育コス トなどの変化が雇用率 ・有効需要に与える効果を分析す
4)

ることができない。本稿では,家 計の最適化に基づいて不況を導出したOno(2001)の メカ

ニズムに出生率を内生化 した世代重複モデルに導入 し,有 効需要と出生率 との関係を分析す

る。そ こでこれまでなされてこなか った出生率及び雇用率を内生化 したモデルにおいて養育
5)費

用の与える効果を分析するものである。

本稿の構成は以下のようになる。2節 ではモデルの基本設定について解説 し,3節 でその

マクロ均衡を描写する。4節 では不況が定常状態になる条件を導出し,育 児 コス トの効果に

ついて分析する。最後に5節 で議論を整理する。

2モ デ ル

2期 間生存する個人からなる競争的貨幣経済の世代重複モデルを考察する。時間は離散的

にt=Oか ら無限に流れているとし(t=0,1,2,… …),t期 に誕生する世代をt世 代 と称す

る。またその人 口をN、 で表 し,各 個人 は同質とする。

はじめに家計行動について説明する。各個人は若年期において,1単 位の時間を保有 し,

これを労働供給 と同質的な η,人の子供 を養育する時間に配分する。 また老年期には引退 し,

労働供給は行わない。各個人は各時点で実質消費と実質貨幣保有か ら効用を得るものとし,

若年期においてのみ子供を生むことができ,子 供の数か ら効用を獲得する。 したがって,`

世代の個人の選好は

U=u(cり 十v(彿の十q(nt)十 δ[u(c7+1)十v(m7+1)],0<δ<1(1)

と表され,c7(c£+且)は 若年期(老 年期)の 実質消費量を,my(m7+1)は 若年期(老 年期)

の実質貨幣量を,そ して δは老年期の割引要素をそれぞれ表す。また,そ れぞれの効用関

数はu'>0,u"<0,v'>0,v"<0,ψ'>0,q"<0の 性質を満たす ものとする。若年期 におい

て個人は労働所得を消費 と資産保有に配分する。但 し本稿では簡単化のため,家 計の持つ資

産は貨幣資産のみとする。 このとき,若 年期の予算制約は以下のように与えられる。

Wt(1-ent)Xt=PtcY一 ト1レf望(2)

ここでは,Morand(1999)な どの研究と同様に,子 供の養育のためにentの 時間が必要であ

ると仮定す る。また,PVtは 名 目賃金率を,xtは 雇用率を,P,は 物価水準を,MYは 若年期

の名 目貨幣保有をそれぞれ表す。労働需要量 ム を所与の もとで,雇 用率は次のように与え

られる。

x、=min(1,L、/(1-ent)2V、)

次に老年期においては,若 年期に貯めた資産 と,前 の世代からの遺産および政府からの一

括移転の合計を,消 費と資産保有に配分する。 このとき老年期の予算制約は以下のように与
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え られ る。

MY+T,+1十Bt+1=Pt+lcf+1+M7+1(3)

(3)式 に お い て,M9+1は 老 年 期 に お け る名 目資 産 保 有 を,B,+1は 前 の世 代 が 残 した遺 産 を,
6)

Tt+1は 一 括 移 転 を そ れ ぞ れ 表 す 。

い ま,(2)式 と(3)式 を 実 質 値 で 表 す と,

Wt(1-ent)Xt=c7十m¥(4)

m7/πt十tt+1十b`+,=c2+,十m9+1(5)

の よ う に 変 形 す る こ とが で き,πt(≡P,+1/P,)は イ ン フ レ率 を,mt(=M/P,)は 実 質 貨 幣

需 要 を,ωt(=w,/P,)は 実 質 賃 金 率 を,tt(=T,/P,)は 実 質 値 で 表 され た一・括 移 転 額 を,

b,(=・B,/P,)は 実 質 値 で表 され た 遺 産 額 を そ れ ぞ れ 表 して い る。(1)式 の 生 涯 効 用 を(4)式

と(5)式 の 条 件 の も と で最 大 化 す る と,以 下 の よ う な 関係 を 得 る。

1÷ 釜;題告)一辮(・)

z〆(c9+1)=v'(m7一 ト1)(7)

u'(cY)eWtXt=ψ'(nt)(8)

次 に経 済 の生 産 サ イ ドに つ い て記 述 す る。 企 業 は 労 働 の み を用 い て,次 の よ うな 収 穫 一 定

の生 産 技 術 を 保 有 して い る とす る。

Y,=eL,(9)

(9)式 に お い て,Y,は 生 産 量 を,θ は一 定 の 生 産 性 パ ラ メ ー タ を 表 す 。 企 業 は物 価 水 準 と名

目賃 金 率 を 所 与 の も とで 利 潤(P,θ 一W,)L,を 最 大 に す る よ うに 労 働 需 要 を 決 定 す る。 こ の

とき

VV,/P,=w,=θ(10)

が 満 た され る。

最 後 に 政 府 の行 動 に つ い て説 明 す る。 政 府 は貨 幣 供 給 量 ルτ§を,貨 幣政 策 の 効 果 を 中 立 化

さ せ る よ う に,人 口規 模 に 比 して 一 定 率 γ で拡 張 させ る こ と を 仮 定 す る。 す な わ ち,M§
7)

=γ 〈1,を満 た す もの とす る。 ま た そ の貨 幣 発 行 益 は 老 年 世 代 へ 一 括 移 転 と して 分 配 す る。 こ

の と き'期 の 政 府 の 予 算 制 約 は

P,t,ハろ一1=γ(N∫一ハ1,`_1)

の 関 係 を 満 た す。

3マ ク ロ 均 衡

前節で記述 された家計や企業,政 府の行動を所与 として,こ の節では経済のマクロ均衡に
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ついて分析する。貨幣市場は各時点で需給が完全に調整され以下の式が成立する。

NtmY+Nt-rm2;M言/P,(11)

また財市場 も需給の調整が完全であることから

ハ「}cY十Nt_lc7=ext(1-ent)N`(12)

の関係が成立す る。 さらに遺産は前世代の老年世代の資産であることから,以 下 の関係を満

たす。

N,b`+,=N`_,M7(13)

このとき,(4),(10)式 および(12)式,さ らにN,+1=ntNtの 関係が成立することか ら,市

場均衡において若年世代の保有する貨幣量は老年世代の消費量に辱 しくな り,mY=c?/n、 一、

が成立する。

一方,労 働市場では一般的に賃金改定に時間がかかり,名 目賃金率は労働市場における超

過需要率に依存 して調整 されると考え られる。すなわち超過需要率が正であればWは 上昇

し,負 であれば下落するため,名 目賃金率Wの 調整メカニズムは次のように表す ことがで

きる。

夙+一w, =α(Xt-1) ,0<α 〈1(14)凧

8)(
14)式 において,α は名 目賃金率の調整速度を表すパラメータである。 また(10)式 より実質

賃金率は一定であることから,物 価の変化率は名 目賃金の変化率 と等 しくなる。 したが って,

イ ンフレ率 も雇用率(需 給ギャップ)に 依存 して以下のように調整 される。

πet=1十α(Xt-1)(15)

このとき,(6)式 は次のように書き直すことができる。

1-1+
。と 一1)δ藩)一 紹(・6)

こ こ で次 の よ うな貨 幣 経 済 の性 質 を 導 入 しよ う。

limv'(m)=β>0(17)
M→ee

(17)式 は,人 々の流動性選好は飽和点が存在 しないことを表す。Ono(2001)は 価格の調整

が有限の下で完全予見と完全競争を前提として,ケ インズの流動性選好を(17)式 のように定

式化 した。そあ とき,た とえ流動性選好の非飽和性によって完全均衡が存在 しな くても,財

市場に不均衡が生 じることを認めることで有効需要不足が永久に続 く不況定常状態の発生す
9)

ることを明 らかにしている。

4不 況定常状態

以下では議論の簡明化のため,消 費及び子供の数か ら得 られる効用関数 をu(c)=lnc,
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ψ(n)=lnnと 特定化す る。 また貨幣経済の性質をもった,す なわち(17)式 を満たすような

貨幣保有の効用関数をv(m)=lnm+β?nと 特定化 して議論を進める。

4.1不 況定常状態の存在

不況定常状態においては,各 世代の消費cY,coと 子供の数nは 一定 とな り,x<1が 成立

することから,物 価は財市場の需要 と供給の乖離率 に応 じて(15)式 を満たすように一定率で

変化 してい く。 このとき老年期の消費 は,慢 性的なデフレーションによって実質貨幣残高が

増大 し続けるが,増 えた購買力は一切消費に向かわず,す べて貨幣保有に向か うことにな
10)

る。 したがって,老 年世代の貨幣の限界効用は下限に達 し,(7)式 から,上 記の特定化 され

た効用関数を用いると,老 年期の定常状態における消費は,

co=1/β(18)

となる。また(8)式 および(9),(12),(18)式 か ら子供の数と若年期の消費には

・一音(11
eβcu)(19)

の関係が成立する。若年期の消費水準が決定されれば,均 衡の出生率は同時に決定される。

このとき定常状態における若年期の消費は,(8)式 および(10),(16),(19)式 か ら,消 費の

利子率を表す π曲線と,流 動性プレミアムを表す1曲 線の交点によって与えられることがわ

かる。

π曲線:F(oり=1-6βcv(20)

1+・卜/・9(÷ 一毒)-i]

1曲線 ・G(cy)一 β(÷(÷一毒)+1)cv(21)

図1で 表 されているように,π 曲線は若年期の消費cYの 減少関数 となり,他 方1曲 線は若年
1D

期の消費 ぴ の増加関数 となる。 ここで決定される均衡の若年期の消費水準が完全雇用を達

成す る水準に等 しい保証はない。そこで経済が完全雇用水準を下回る水準で均衡となる条件

を考 えよう。老年期の消費はco=1/β であるので,若 年期の消費のみで完全雇用生産量を

満たすような消費量をYで 表す と,不 況定常状態の条件は次の式が満たされる必要があ
12)
る。

β(1/2e+1)Y-1/2>1一 δβY>0(22)

y≡(θ/2一 θ2/4-2ee/β)/2,β θ>8e

(22)式 は,完 全雇用生産量Yが 十分 に大きいために,新 古典派的な皐全雇用均衡が存在 し

ないことを表 している。 したがって,こ のような経済では有効需要不足を伴い,慢 性的なデ
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図1不 況定常状態

フレーションを持 った不況定常状態が発生す ることが分かる。

4.2育 児 コス トと出生率,有 効需要

不況定常状態が成立 しているもとで養育費用の変化が有効需要や出生率にどのような効果
13)

を及ぼすかを考察 しよう。本稿では養育費用 の上昇はθの上昇として扱 うことができる。ま

ず養育費用の上昇により各世代の消費量に対する効果をみていこう。老年世代の消費は(18)

式か らco=1/β となり養育費用の影響を受けない。一方で,若 年世代 の消費への効果は図

1の π曲線 と1曲 線を使って説明できる。(20)式 と(21)式 の π曲線 と1曲 線の中にはeが 含

まれているので養育費用の影響を受ける。 したがって,養 育費用の若年世代の消費に対する

効果を調べるためには,eの 変化 によって図1の π曲線と1曲 線がどの方向にシフ トするか

を調べればよいことになる。そのシフ トを調べるために(20)式 と(21)式 をeで 微分すると,

dF/de>0,dG/de<0が 得 られる。すなわち,養 育費用の上昇によってπ曲線が上方 にシフ

トし,1曲 線が下方にシフ トすることが示される。これは次のように説明できる。(19)式 か

ら養育費の上昇は直接的な効果 として子供の数を引き下げる。 このとき,一 人当た りの若年

世代の貨幣保有量が大きくなることから,流 動性プ レミアムは引き下げられる。これはZ曲

線の下方シフ トで表 される。一方で,子 供の数の減少は労働供給量を減少 させることにな り,

これは財市場における需給ギャップを減少 させる効果をもち,雇 用率は改善され,デ フレ圧

力が弱め られる。 このことは π曲線の上方 シフ トで表されている。以上のことか ら,図2

で示されているように,こ れ らのπ曲線 と1曲 線のシフ トはどちらも若年期の消費を高める
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効果を表す。

このとき(19)式 か ら養育費の上昇による均衡の出生率への効果は2つ の相反する効果を持

つことが示 される。すなわち養育費上昇によって出生率の減少をもたらす直接効果と,若 年

世代の消費を高めることか らの雇用率上昇を通 じた,出 生率を上昇させる所得効果である。

そこで養育費の上昇が出産率に対する効果を調べるために,(19)お よび(20),(21)式 を用い
14)

て,θ で微分すると次の式が得られる。

豊 一 一壷[1+n+・{1-・+・/B・ ・}/n2]<・(23)

ΩE1/2e+1+δ{1一 α+α/2β θen2}/π2>0

(23)式 よ り養 育 費 の上 昇 は 出生 率 を 減 少 させ る こ とが 分 か った 。

最 後 に 養 育 費 用 の 上 昇 が 雇 用 率 に 与 え る効 果 を 考 え よ う。 雇 用 率 は,(8)式 と(10)か ら

x=cY/θenと 書 き表 せ る こ とか ら,(23)式 と(28)式 を用 い る と次 の よ う に求 め る こ とが で き

る。

釜 一、議9[1+、 麸+β 妾・愉+÷'}]・ ・(・4)

以上の分析か ら,失 業が存在するもとで,養 育費の上昇は出生率を必ず減少させるが,若 年

世代 と老年世代の合計の有効需要は増加 し,雇 用率 も上昇す ることが明 らかにされた。
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5結 論

本稿では失業が存在するもとで,雇 用率および有効需要,出 生率の相互依存関係を明 らか

にした。養育費の上昇は,労 働供給を引き下げることで雇用率が高められ,こ のデフレ圧力

の減少は若年期の消費を高める。一方,出 生率は養育費用上昇による直接的な減少効果と,

所得増を通 じた増加効果がもたらされる。本稿の分析から,前 者の効果が後者の効果を上回

ることにな り,養 育費用の上昇は出生率を引き下げることが示 された。以上のことか ら,不

況期 において出生率を高めるような政策(例 えば,養 育補助や,養 育施設備の改善など),

すなわち養育費用を押 し下げる政策は,出 生率を高めるが雇用率を減少 させ有効需要の悪化

をもた らす ことが本稿から示すことができる。

補 論A貨 幣保 有 の 動 態

(4)式 お よ び(10),(12)式 か ら均衡 に お い てmy=e2/n、-1が 成 立 す る。 ま た(7)式 及 び 政

府 の 貨 幣 政 策Mf・ ・γNさ らに特 定 化 した 効 用 関数 の も とで は,(11)式 は 次 の よ う に表 す こ

とが で き る。

[(1/(1/m7→ 一β))+m?]/n、_1=γ/P,(25)

不 況 定 常 状 態 に お い て は若 年 期 及 び老 年 期 の 消 費,子 供 の 数 は一 定 と な り,x<1が 満 た さ

れ る こ とか ら,(15)式 か ら物 価 は デ フ レ状 態 に な る。 こ の とき(25)式 よ り老 年 期 の 貨 幣 保 有

は デ フ レに 伴 い成 長 して 行 くこ とが わ か る。 一 方,定 常 状 態 に お け る若 年 期 の貨 幣 保 有 は一

定 の値MU=co/nと な る。

補 論B(22)式 の導 出

若 年 世 代 の 消 費 水 準 の み で 完 全 雇 用x=1を 満 た す 消 費 量 をYで 表 そ う。 この とき 定 常

状 態 で は,(8)式 と(10)式 か らeθn=y,(12)式 と(18)か らY+1/nβ=θ(1-en)が 成 立 す

る。 この2本 の式 か らyを 求 め る と,

y=(θ/2± θ2/4-2eeβ)/2(26)

が 得 られ る。 ま た 高 い均 衡 値 は安 定 性 か ら排 除 で き る。 この と き不 況 定 常 状 態 に お い て は,

若 年 世 代 の 消 費 がcY〈Yと な る必 要 が あ る。 した が って(20)式 と(21)式 か らG(0)〈F(0)

が 成 立 す る の で,不 況 定 常 均 衡 が 成 立 す る た め に は,G(Y)>F(y)>0を 満 た す 必 要 が あ

る。 す な わ ち,不 況 定 常 状 態 の 均 衡 条 件 は

β(1/2θ+1)y-1/2>1-(S3Y>0(27)

とな り,(27)式 は本 文 の(22)式 に対 応 す る。
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補論C(23)式 の導出

若年期の消費 と養育費の関係は,(20)式 と(21)式 か ら次のように求めることができる。

釜 一古[1/・+・ ・/・β・n・n・]・・(・8)

また,(19)式 から出生率と養育費の関係は,

農 一 一か β(1dcg(29cり2de)

が成立す る。 このとき,(28)式 を(29)式 に代入すると,

釜 一 一 、詳Ω[1+n+・{1-・+・/βen}/・2]・ ・(3・)

が得 られる。(30)式 は本文の(23)式 に対応する。

注

*本 研 究 は,科 学研 究 費補 助金 ・若 手 研究B:課 題 番 号(18730130)「 人 口構造 変化 が経 済発 展

・景 気 に およぼす動 学分析 」 の研 究成 果の一 部 で ある。

1)OECD(2006)に よる と,2004年 の先 進諸 国の 出生 率 は,フ ラ ンス1.91,ド イ ツ1.36,イ タ リ

ア1.33,イ ギ リス1.63,ス ウェーデ ンL75,日 本129と な ってい る。

2)AtohandAkachi(2003)はFamilyPolicyの 国 際間 での 比較分析 を して い る。

3)Nerloveetal.(1987,ch.5)やRazinandSadka(1995),NerloveandRaut(199?)ら は 内生的 出

生率 の さま ざまな アプ ロー チに関 して有 益 なサ ーベ イを お こな って い る。 また 内生 的出生 率 に関

して の デー タに よる検 証 に関 して はWangetal,(1994)を 参照 せ よ。

4)養 育 コス トと雇用 に関 して の実証 分析 と して はBlauandRobins(1989)が あ る。

5)雇 用率 を 内生 化 した モデ ル と してCorneoandMarquardt(2000)やMarquardt(1998)が あ げ ら

れ る。 ただ しそれ らの モデル は労働組 合 の介 入 によ る固定賃 金(価 格)に よ り完全雇 用 との乖 離

が生 じてい るが,本 稿 で は賃金 ・価格 は調整 され るモデル に おいて不 況状態 を導 出 して い る。

6)本 稿 では各個 入 は老 年期 におい て も流 動性 選好 を持 っ こ とか ら遺産 が生 じる。 そ の残 され た遺

産 は次 の世 代 の老 年期 期初 に分配 され る もの とす る。

7)た だ し貨 幣発行 益 を若年 世代 と老年 世 代 の両方 の世代 に分 配 して も以 下 の議論 を大 き く変 え る

もの で はな い。 世代間 の再 分配 問題 と有 効需要 の 関係 はHashimoto(2004)に 詳 しい。

8)い か なる雇用 率で も名 目賃 金 が非 負 とす るため,α く1の 条件 が課 され てい る。

9)Onoeta1(2004)は,日 本 のパ ネル デー タ を利 用 して貨 幣 効用 に非 飽和 性が 存在 す る ことを実

証 的 に試 みて い る。 その実証 分析 よ り非 飽和性 が有 意 に存在 す る とい うことが明 らか に されて い

る。

10)均 衡 にお ける貨 幣保 有の動 態 は補論Aを 参照 された い。

11)π 曲 線 は消 費 の選好 率 を表 して お り,若 年 期 の 消費cuが 増 え る と老 年 期 の消費 に比 べて,若

年 期消 費 の価値 は減 少 す る ことか ら右下 が りとな る。 一 方,1曲 線 は消費 単位 で測 られ た貨 幣保

有 の便 益(流 動性 プ レ ミア ム)を 表 してお り,若 年 期 の消 費 ♂ が上 昇す れ ば消費 と比べ た流 動
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性保 有 への選 好が 高 ま るこ とか ら,右 上 が りとな る。

12)(22)式 の導 出 は補論Bを 参照 せ よ。

13)本 稿 では養 育費 用 と して財 単位 の費 用 を考 えなか った。 但 し,そ の よ うな費用 を考 え た と して

も本 稿 の論 旨は変 化 しな い。

14)(23)式 の導 出 は補論Cを 参 照せ よ。
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